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 財団法人介護労働安定センターに関する指定法人制度の在り方、

指定基準の在り方、財団法人介護労働安定センターを指定法人とす

る妥当性については、同センターが平成 25年度を目途に交付金依存

体質を改めることに向け、財団法人介護労働安定センターの組織や

運営の在り方について、別途設置する検討会の結論を踏まえた上で、

改めて検討を行うべきである。 

検討会は、介護労働に関係する者の意見を幅広く反映するため、

介護労働に係る学識経験者、使用者代表、労働者代表、介護事業者

から構成するべきである。 
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